
資料５ 

 
総務省「ＰＦＩ事業に関する政策評価」について 

 
１．趣旨 
 ・総務省は「行政機関が行う政策の評価に関する法律」に基づき、政府全体としての統

一性を確保する見地から評価する必要があるもの、総合的な推進を図る見地から評価

する必要があるものについて、政策評価を実施。 
 ・平成 17 年 12 月から平成 20 年 1 月（うち実地調査期間は平成 18 年 4 月から 7 月まで）

にかけて、総務省において「ＰＦＩ事業に関する政策評価」を実施。19 年 3 月末現在

の 266 件のうち 163 件を抽出し調査。 
 ・本評価結果に基づき、本年 1 月 11 日に総務省より内閣府に対し勧告。 
 
２．調査結果及び勧告事項 
 調査結果によれば、ＶＦＭ（Value For Money）の額は、判明した 106 件の合計で

2,726 億円（20.3％の節減効果）。ＰＦＩ事業の適切な推進により、相当の効果が発現する

可能性があるとされた上で、ＰＦＩ事業を効率的かつ効果的に推進する観点から以下の措

置を講ずる必要があるとの勧告がなされた。 
 (1) ＶＦＭ算出の客観性・透明性の確保 
  ・ＶＦＭ算出の具体的な方法を示すなどガイドラインの充実、ＶＦＭ算出に係る事例

の蓄積・情報提供、ＶＦＭ算出に係る支援方策の充実等 
  ・ＶＦＭの算出過程や算出方法の公表を進めるため、ＶＦＭガイドラインの趣旨の普

及啓発等所要の措置の実施 
 (2) 官民のリスク分担 
  ・リスクの分担内容及び分担理由を明示した事例の蓄積・情報提供 
  ・リスクマネジメントを行う際に実務上必要な事項をガイドラインに盛り込む等所要

の措置の実施 
 (3) 施設の設計・建設段階のモニタリング 
  ・施設の設計・建設段階でのモニタリング事項をガイドラインに盛り込む等所要の措

置の実施 
 (4) 民間事業者の創意工夫の発揮や応募しやすい環境の整備 
  ・性能発注の在り方に関する事項をガイドラインに盛り込む等所要の措置の実施 
  ・募集内容を民間事業者に適切に伝えるために必要な質疑応答の機会及び期間の設定

について、関係省庁連絡会議幹事会申合せの趣旨の周知徹底及び具体的手順をガイ

ドラインに盛り込む等所要の措置の実施 
・要求水準の明確化、提案様式の標準化など民間事業者の提案に係る負担軽減策の実

施 
 
３．今後の対応 
 本勧告に対する改善措置について、勧告から半年後の 7 月 10 日までに内閣府から総務

省に回答する必要がある。 


